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（参考）

≪調査要領等≫

≪調査対象法人・回収率≫

（注） 大 企 業

中堅企業

中小企業

規 模 別 業 種 別
合 計

大 企 業 中堅企業 中小企業 製 造 業 非製造業

78.6 67.8

42.4 30.5 27.1 29.1 70.9 100.0

63.8 59.3 74.3 65.5

7,502

2,158 1,550 1,379 1,479 3,608 5,087

2,431 2,326 1,990 5,512対 象 法 人 数

回 答 法 人 数

ウェイト（％）

回 収 率 （ ％ ）

2,745

： 資本金10億円以上

： 資本金1億円以上10億円未満

： 資本金1千万円以上1億円未満

1.

2. 表中のウェイトは、小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても100％にならない場合がある。

ＢＳＩ（ビジネス・サーベイ・インデックス）の読み方

（例）「企業の景況」の場合

前期と比べて

「上昇」と回答した法人の構成比・・・40.0％

「不変」と回答した法人の構成比・・・25.0％

「下降」と回答した法人の構成比・・・30.0％

「不明」と回答した法人の構成比・・・ 5.0％

ＢＳＩ＝（「上昇」と回答した法人の構成比・・・40.0％）

－（「下降」と回答した法人の構成比・・・30.0％）＝10.0％ポイント

１．調 査 時 点 令和６年２月１５日

５．集 計 の 方 法 法人企業統計の業種分類による単純集計

４．調 査 の 方 法 調査票による郵送またはオンライン調査（自計記入による）

３．調査対象の範囲及び選定方法

当局管内１都９県に所在する資本金、出資金又は基金（以下、資本金という。）

１千万円以上※の法人で法人企業統計四半期別調査の対象法人などから一定の方法

により選定。なお、資本金３０億円以上の法人については全数を選定。

※「電気・ガス・水道業」及び「金融業、保険業」は資本金１億円以上の法人

から選定。

２．調査の対象期間

(1) 判 断 項 目 令和６年１～３月（又は３月末）は現状判断

令和６年４～６月（又は６月末）、

令和６年７～９月（又は９月末）は見通し判断

(2) 計 数 項 目 令和５年度は実績見込み

令和６年度は見通し（又は計画）
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（３）経常利益（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）

　　概　況

（１）企業の景況

現状判断は、「下降」超に転じる

（２）売上高（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）

５年度は増収見込み、６年度も増収見通し

現状判断は、「上昇」超幅が拡大

（７）設備判断

現状判断は、「不足」超幅が縮小

※いずれも全規模・全産業ベース

５年度は減益見込み、６年度も減益見通し

（４）設備投資（除く土地購入額、含むソフトウェア投資額）

５年度は増加見込み、６年度も増加見通し

（５）雇　用

現状判断は、「不足気味」超幅が拡大

（６）国内の景況
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（（ ▲ 3.9
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4.8

▲ 11.5 ▲ 2.4

0.1

▲ 8.3

4.0

5.2

（

（

（
（

）
5.4

（

１．企業の景況
－　現状判断は、「下降」超に転じる　－

≪表１≫企業の景況判断ＢＳＩ

（前期比「上昇」－「下降」社数構成比） （単位：％ポイント）

5 年 10 ～ 12 月 6 年 1 ～ 3 月 6 年 4 ～ 6 月 6 年 7 ～ 9 月

全

規

模

4.7

非 製 造 業 ） ）
）

▲ 2.0

2.5

（ 4.7

製 造 業 ） ）

）全 産 業 ）3.2

▲ 0.2

（ （ 1.5

（ ▲ 1.0

（

非 製 造 業 ）4.6
（
（

） ）（

（
▲ 9.0

0.8

2.5

1.0
3.1

3.7全 産 業 ）

）
2.6

（ 1.9

（ 2.4

）

（

（

（
（

（ 2.5

）

3.5
1.9

4.2

5.2
3.8

4.4

中
堅
企
業

全 産 業 ）6.9

3.1
8.2

（ 5.7

（ 2.8

（ ▲ 0.5
（ 3.8

製 造 業 ）

大

企

業

非 製 造 業 ）

5.1

製 造 業 ）4.6 ▲ 3.4

全 産 業 ）

）

▲ 3.2

▲ 10.7
0.1

（ ▲ 4.9

（ ▲ 7.0）

）

2.8

（

（
（

下 降

上 昇

運輸業、郵便業

小売業

▲ 0.8

上 昇

（参考）寄与の大きい業種

下 降

）

（注）（　）書は前回（5年10～12月期）調査結果。

非 製 造 業 ） ）
） ）製 造 業 ▲ 1.4

▲ 0.5
▲ 18.4
▲ 8.4

▲ 5.4
▲ 1.0

中
小
企
業

製造業

非製造業

業種名

生産用機械器具製造業

その他の輸送用機械器具製造業

―

自動車・同附属品製造業

鉄鋼業

非鉄金属製造業

情報通信業

学術研究、専門・技術サービス業

金融業、保険業

卸売業

2.8

4.7
2.0

5.9

7.5
5.3

6.6

7.5
6.2

7.7

10.6
6.8

）

）

）

）（ 2.1

（
）

2.5

）
）

）3.1

6年1～3月期の企業の景況判断ＢＳＩをみると、全規模・全産業ベースで「下降」超に転じ

ている。

これを規模別にみると、大企業、中堅企業は「上昇」超幅が縮小し、中小企業は「下降」

超幅が拡大している。

また、業種別にみると、製造業は「下降」超幅が拡大し、非製造業は「上昇」超幅が縮小し

ている。

先行きについては、大企業、中堅企業は「上昇」超で推移する見通し、中小企業は7～9月期

に「上昇」超に転じる見通しとなっている。
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【図２】業種別企業の景況判断ＢＳＩの推移

【図１】規模別企業の景況判断ＢＳＩの推移
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▲ 6.2 ）
▲ 6.6

2.1 ）
2.2

）▲ 0.2）

（

（

（

（

（

）▲ 1.2

）17.2（

）5.3

▲ 7.2

5.4

（

２．企業収益（除く「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」）

－　５年度は増収減益見込み、６年度も増収減益見通し　－

（前年比増減率：％）

）▲ 0.1
▲ 3.6

▲ 12.7

）▲ 3.3（

）▲ 1.3） （

（

（

）▲ 1.9▲ 1.0 （ ▲ 6.7 （

▲ 0.4

経 常 利 益

（注）

）17.512.1 （ 12.0

）▲ 19.0

12.6
）

12.7
）

4.4

▲ 3.1
（

（

1．(　）書は前回（5年10～12月期）調査結果。
2.「５年度」は４年度、５年度、「６年度」は５年度、６年度ともに回答のあった企業の集計。
　　（５年度　売上高：3,703社、経常利益：3,674社、受取配当金：3,576社）
　　（６年度　売上高：2,772社、経常利益：2,746社、受取配当金：2,682社）
3．全業種の集計結果については、12ページを参照。
4．「金融業、保険業」の売上高は調査対象外。

▲ 5.1
▲ 9.9

▲ 4.4
8.0 （ 2.2

（受取配当金を除く）

1.4

4.3
▲ 5.7

2.8
▲ 8.1

5.3
▲ 4.1

3.7

1.6

（

）▲ 0.1

）▲ 11.1 ）

▲ 1.4

▲ 0.1

12.7
▲ 12.5 （ ▲ 19.2 ）

12.6

13.3 ）

）

（ ▲ 3.7 ）
1.1
1.6 （ ▲ 3.2

0.3
17.2

▲ 1.0
2.9

2.7
13.2

▲ 10.7
14.0
12.0

▲ 5.4
9.2
1.1

17.4
0.6
4.6

（ ▲ 4.2 ）

0.1 （ ▲ 4.1 ）

（ ▲ 10.0 ）
▲ 11.2

）
▲ 7.7
▲ 2.4 （

4.0

3.3
▲ 2.3 （ ▲ 3.7

2.4 （

1.8 （ 2.2 ）

3.3 ）
2.8
0.1 （ ▲ 0.3 ）

）
1.5

2.4

3.0
2.7 （ 3.1

2.4 （ 3.2 ）

2.4 （ 2.7
2.7
2.5

）
2.7
3.0 （ 2.7 ）

7.5 （ 3.9 ）
0.8

12.3 （ 4.8 ）

６年度

５年度

６年度

５年度

６年度

５年度

５年度

６年度

５年度

６年度

５年度

６年度

５年度

６年度

５年度

６年度

５年度

６年度

５年度

６年度

５年度

中

小

企

業

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

≪表２≫企業収益（５年度・６年度）

全

規

模

大

企

業

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

中

堅

企

業

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

６年度

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

売 上 高

６年度

５年度 4.3 （ 3.3

５年度の「売上高」は、全規模ベースで前年比2.4％の増収見込み、「経常利益」は、同

0.4％の減益見込みとなっている。

「売上高」を規模別にみると、大企業は同2.7％、中堅企業は同0.1％、中小企業は同7.5％

の増収見込みとなっている。業種別にみると、製造業は同2.5％、非製造業は同2.4％の増収見

込みとなっている。

「経常利益」を規模別にみると、大企業は同1.0％の減益見込み、中堅企業は同8.0％、中小

企業は同1.6％の増益見込みとなっている。業種別にみると、製造業は同1.4％の減益見込み、

非製造業は同0.1％の増益見込みとなっている。

６年度の「売上高」は、全規模ベースで前年比2.7％の増収見通し、「経常利益」は、同

6.6％の減益見通しとなっている。
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（注）

18.2 ） 2.5

≪表３≫設備投資（５年度・６年度）

製 造 業 非 製 造 業

（ 24.7

全 産 業

14.9 15.5 ）（

６年度

16.7 （8.1 ） 33.3 （

1.(　）書は前回（5年10～12月期）調査結果。
2.「５年度」は４年度、５年度、「６年度」は５年度、６年度ともに回答のあった企業の集計。
　　（５年度　4,113社、６年度　3,212社）

）
６年度

３．設備投資（除く土地購入額、含むソフトウェア投資額）

－　５年度は増加見込み、６年度も増加見通し　－

（前年比増減率：％）

中 堅 企 業

６年度

15.4 15.7 ）（５年度

）
全 規 模

15.7 29.3 9.6
16.7

６年度

19.2 ） 13.9 （（ 13.7５年度

）
大 企 業

17.6 31.0 11.1
16.4 18.9 ） 14.9 （（ 14.1

（ 9.620.4

0.6 ）
中 小 企 業

▲ 13.1 ▲ 14.9 ▲ 11.6

５年度 （
4.4 14.8 2.1

５年度 8.2 （ 12.8 ） ） 4.9

減 少 娯楽業

職業紹介・労働者派遣業

金融業、保険業

卸売業

（参考）寄与の大きい業種

業種名

増 加

製造業

減 少

増 加

非製造業

食料品製造業

繊維工業

運輸業、郵便業

学術研究、専門・技術サービス業

自動車・同附属品製造業

情報通信機械器具製造業

窯業・土石製品製造業

非鉄金属製造業

５年度の「設備投資」は、全規模・全産業ベースで前年比14.9％の増加見込みとなっている。

これを規模別にみると、大企業は同15.4％、中堅企業は同8.2％、中小企業は同16.7％の増加

見込みとなっている。業種別にみると、製造業は同16.7％、非製造業は同13.9％の増加見込みと

なっている。

６年度の「設備投資」は、全規模・全産業ベースで前年比15.7％の増加見通しとなっている。
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【図３】規模別従業員数判断ＢＳＩの推移

【図４】業種別従業員数判断ＢＳＩの推移

（ 29.5 ）

27.2 ）

（注）（　）書は前回（5年10～12月期）調査結果。

非 製 造 業 （ 39.6 ） （ 33.9 ）
21.6 ）

中
小

企
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38.5
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（
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全 産 業 （ 35.5 ） （ 30.2

（ 35.3

中
堅

企

業

全 産 業 （ 36.6 ） ）
製 造 業 （ 25.5 ） （ 22.2 ）

（ 32.1 ） （ 26.6
16.3 ）（

）） （

大

企

業

全 産 業 （ 24.5 ） （ 20.8 ）

30.8非 製 造 業 （ 29.3 ） （ 24.5 ）
12.8 ）製 造 業 （ 14.0 ） （

23.7

（ 30.5

全

規

模

）
非 製 造 業 （ 35.6 ）

製 造 業 （ 20.3 ） （ 17.7
（ 26.8全 産 業 （ 31.1 ） ）

）
） （ 22.4

（ 14.9

（ 16.4

４．雇　用
－　現状判断は、「不足気味」超幅が拡大　－

≪表４≫従業員数判断ＢＳＩ

（期末判断「不足気味」－「過剰気味」社数構成比） （単位：％ポイント）

5 年 12 月 末 6 年 3 月 末 6 年 6 月 末 6 年 9 月 末

26.3
17.3
30.1
20.4

32.0
20.2
36.9
26.0

）

14.0
23.3
32.0
23.1
34.9
29.4
17.4

39.0
26.1
43.3
33.5
22.5

15.5

15.6
27.0
17.8

34.8

12.7
20.2
29.3
21.0
32.1
26.6
15.4
31.7

）
）（ 25.5

（ 10.0 ）
（ 19.4 ）

（ 21.9

6年3月末時点の従業員数判断ＢＳＩをみると、全規模・全産業ベースで「不足気味」超幅が

拡大している。

これを規模別にみると、大企業、中堅企業は「不足気味」超幅が拡大し、中小企業は「不足

気味」超幅が縮小している。
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また、業種別にみると、製造業は「不足気味」超幅が縮小し、非製造業は「不足気味」超幅

が拡大している。

先行きについては、大企業、中堅企業、中小企業いずれも「不足気味」超で推移する見通し

となっている。
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（ 7.5 ） （ 4.8 （ 4.4
（ 3.2 ） （ ▲ 0.3 （ 3.0）

） （ 2.6 （ 2.92.7 4.7

（ ▲ 6.6 （ ▲ 3.9
）

6.3 8.0
1.1 5.6

▲ 2.1 1.5

【図５】規模別国内の景況判断ＢＳＩの推移

【図６】業種別国内の景況判断ＢＳＩの推移

≪表５≫国内の景況判断ＢＳＩ

（単位：％ポイント）

（ 3.3 ） （ ▲ 0.1 （ 1.4
（ 0.6 ） （ ▲ 1.2 （ 0.9
（ 4.5 ） （ 0.4 （

５．国内の景況
－　現状判断は、「上昇」超幅が拡大　－

） ）全

規

模

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業 ）
） ）

）1.6

4.4 5.7 5.9
▲ 1.6 3.6 6.3

7.0 6.6 5.8

（ 1.1 ） （ ▲ 2.6 （ 4.3
（

大

企

業

全 産 業 ）

非 製 造 業

製 造 業 ）
）

（ 6.9 ） （ 4.1 （ 3.9
（ 5.4

中
小

企

業

全 産 業 ）
（ 2.5

（ ▲ 2.2 ） （ ▲ 6.5 （ ▲ 4.5
（ ▲ 8.1 ） （ ▲ 6.5 （ ▲ 5.7
（ 0.3 ）

中
堅

企

業

全 産 業

（注）（　）書は前回（5年10～12月期）調査結果。

（前期比「上昇」－「下降」社数構成比）

） ）
）

非 製 造 業

）
製 造 業

5 年 10 ～ 12 月 6 年 1 ～ 3 月 6 年 4 ～ 6 月 6 年 7 ～ 9 月

3.9 ） （ 0.5

）
製 造 業

非 製 造 業 ）
） ）

）

9.8 7.4 6.7）
5.8

13.1 8.6 7.1
5.0 7.4 6.8

2.7

7.9

）
）

6.5
▲ 5.0 1.1 3.6

▲ 11.2 0.0 5.5

6年1～3月期の国内の景況判断ＢＳＩをみると、全規模・全産業ベースで「上昇」超幅が拡大

している。

これを規模別にみると、大企業、中堅企業は「上昇」超幅が拡大し、中小企業は「下降」超幅

が拡大している。
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（％ポイント）

（年度）
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下
降
超

上
昇
超
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（％ポイント）

（年度）

全産業 製造業 非製造業

現状

下
降
超

上
昇
超

また、業種別にみると、製造業は「下降」超に転じ、非製造業は「上昇」超幅が拡大している。

先行きについては、大企業、中堅企業は「上昇」超で推移する見通し、中小企業は4～6月期に

「上昇」超に転じる見通しとなっている。
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） （ 6.1 （ 4.1

（ 9.4 ） （ 7.1 （ 6.2

） （ 6.4 （ 5.3
（ 4.4 ） （

【図７】規模別設備判断ＢＳＩの推移

【図８】業種別設備判断ＢＳＩの推移

≪表６≫設備判断ＢＳＩ

（期末判断「不足」－「過大」社数構成比） （単位：％ポイント）

（ 4.5 ） （ 4.0 （ 3.4
（ 0.7 ） （ 1.7 （ 1.8
（ 6.2 ） （ 5.0

６．設備判断
－　現状判断は、「不足」超幅が縮小　－

） ）全

規

模

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業 ）
） ）

）（ 4.1

5 年 12 月 末 6 年 3 月 末 6 年 6 月 末 6 年 9 月 末

4.0 3.1 3.3
0.1 1.2 2.3

大

企

業

全 産 業 ）

非 製 造 業

）
製 造 業 ）

） ）
）

（ 1.7 ） （ 1.7

（ 3.3 ） （ 2.7 （ 2.7
中
堅

企

業

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業 ）
） ）

）

） ）
） （ 2.3 （ 4.6

（

（ 5.6 ） （ 5.2 （ 4.36.5

中
小

企

業

全 産 業 ） ）
製 造 業 ）

（ 7.8
3.44.7 （1.1 1.6

7.1 5.0

（注）（　）書は前回（5年10～12月期）調査結果。

） ）
）

非 製 造 業

（ 1.6
（ ▲ 1.5 ） （ ▲ 0.5 （ ▲ 0.6

3.5
4.8

4.8
（ 0.6

7.3

3.5 2.5 2.6

5.7 3.9 3.8
1.6 1.4 1.9

▲ 2.5 ▲ 0.9 0.5

4.5
3.7 4.5 4.2
7.4 4.9 4.6
5.2 4.0 4.4

6年3月末時点の設備判断ＢＳＩをみると、全規模・全産業ベースで「不足」超幅が縮小し

ている。

これを規模別にみると、大企業、中小企業は「不足」超幅が縮小し、中堅企業は「不足」

超幅が拡大している。
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超

また、業種別にみると、製造業、非製造業とも「不足」超幅が縮小している。

先行きについては、大企業、中堅企業、中小企業いずれも「不足」超で推移する見通しと

なっている。
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2.340.3

７．設備投資計画（方針）と実績見込みとのかい離の理由

① 景気や業況
の見通しの変
化

② 設備投資に
かかるコストの
変化

③ 経営課題や
経営方針の変
化

④ 資金繰りな
どの資金調達
環境の変化

⑤ 災害などの
突発的な事象
の発生

⑥ 受託先等の
事情による工
期又は納期の
変更

⑦ 設備投資以
外の投資との
資金配分の変
更

⑧ 当初の計画
(方針)を厳しめ
又は余裕を
持って策定

⑨ 当初の計画
(方針)どおりの
ため、特に理由
なし

⑩ その他

5.0 13.3 7.7 18.4
大 企 業 35.6 32.9 26.5 7.8

13.3全規模・全産業 41.8 35.2 28.2
3.6

中堅企業 41.2 34.6 28.7 12.3 42.2 2.2
16.8 7.2 24.5 39.3 2.9

6.4
5.7 11.2 8.1 17.2

中小企業 53.1 39.8 30.6 23.5
製 造 業 48.5 37.3 28.4 15.1 21.4 34.4 1.5

9.7 8.2 9.5 39.7 1.3

12.5 4.8 11.6 7.6
5.5 17.1 8.0

（回答社数構成比：％）≪表７≫設備投資計画（方針）と実績見込みとのかい離の理由（１社３項目以内の複数回答）

製 造 業 中 堅 企 業

非 製 造 業 中 小 企 業

17.1 42.8 2.6

全規模・全産業 大 企 業

【図９】設備投資計画（方針）と実績見込みとのかい離の理由

非製造業 38.9 34.3 28.2
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今年度における「設備投資計画（方針）と実績見込みとのかい離の理由」を全規模・全産業

ベースでみると、回答の多い順（⑨を除く）に「景気や業況の見通しの変化」、「設備投資にか

かるコストの変化」、「経営課題や経営方針の変化」となっている。

これを規模別にみると、大企業、中堅企業、中小企業いずれも「景気や業況の見通しの変化」

をあげる企業が最も多い。

また、業種別にみると、製造業、非製造業とも「景気や業況の見通しの変化」をあげる企業が

最も多い。

- 10 -



製 造 業 中 堅 企 業

非 製 造 業 中 小 企 業

38.2 42.0 2.2

全規模・全産業 大 企 業

【図１０】利益配分のスタンスの推移

非製造業 46.2 20.8 10.7 15.3 22.0 49.6 10.2
14.2 47.6 6.5 41.4 30.8 0.9

62.8 18.8 12.0 44.8 1.8
製 造 業 66.3 42.4 5.4 20.9

中小企業 48.5 21.4 4.6 22.1 28.1
24.4 49.5 8.2 34.5 40.0 2.0

40.2 3.8 59.1 33.8 1.6
中堅企業 49.1 27.6 8.7 15.6

49.0 9.1 39.2
大 企 業 56.9 30.9 12.0 15.0

17.0全規模・全産業 52.3 27.4 9.1
11.1

1.838.6

８．利益配分のスタンス

≪表８≫利益配分のスタンス（１社３項目以内の複数回答） （回答社数構成比：％）

① 設備投資
② 新製(商)品・
新技術等の研
究・開発

③ 関連会社へ
の出資、Ｍ＆Ａ

④ 有利子負債
削減

⑤ 新規雇用の
拡大

⑥ 従業員への
還元

⑦ 役員報酬・
賞与

⑧ 株主への還
元

⑨ 内部留保 ⑩ その他

19.6
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H30.1-3 H31.1-3 R2.1-3 R3.1-3 R4.1-3 R5.1-3 R6.1-3

（％）

①設備投資 ②新製（商）品・新技術等の研究・開発
⑤新規雇用の拡大 ⑥従業員への還元
⑧株主への還元 ⑨内部留保
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今年度における「利益配分のスタンス」を全規模・全産業ベースでみると、回答の多い順に

「設備投資」、「従業員への還元」、「株主への還元」となっている。

これを規模別にみると、大企業は「株主への還元」、中堅企業、中小企業は「従業員への還元」

をあげる企業が最も多い。

また、業種別にみると、製造業は「設備投資」、非製造業は「従業員への還元」をあげる企業

が最も多い。
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経 常 利 益

1．(　）書は前回（5年10～12月期）調査結果。
2．「５年度」は４年度、５年度、「６年度」は５年度、６年度ともに回答のあった企業の集計。
　　（５年度 売上高：3,754社、経常利益：4,101社、受取配当金：3,991社）
　　（６年度 売上高：2,814社、経常利益：3,073社、受取配当金：3,004社）
3．「金融業、保険業」の売上高は調査対象外。

（注）

　　　　　売上高:含む「電気・ガス・水道業」、除く「金融業、保険業」

　　　　　経常利益:含む「電気・ガス・水道業」、「金融業、保険業」

（前年比増減率：％）

≪表９≫企業収益（全業種、５年度・６年度）

）
非 製 造 業

６年度 4.4 12.7 12.6
（ 12.0 ） 12.0 （ 17.5５年度 4.3 （ 3.3 ） 12.1

▲ 10.7 ）
製 造 業

６年度 ▲ 3.1 12.6 14.0
4.8 ） ▲ 12.5 （ ▲ 19.2 ）

）
中

小

企

業

全 産 業
６年度 0.8 12.7 13.2
５年度 12.3 （

（ ▲ 3.2 ） 2.7 （ ▲ 0.2５年度 7.5 （ 3.9 ） 1.6

（ ▲ 19.0

）
非 製 造 業

６年度 4.2 1.7 2.0
（ ▲ 1.3 ） 8.6 （ 1.5５年度 1.7 （ 2.2 ） 6.4

17.2 ）
製 造 業

６年度 1.5 ▲ 1.0 0.6
▲ 3.7 ） 17.2 （ 13.3 ）

）
中

堅

企

業

全 産 業
６年度 3.5 0.7 1.5
５年度 ▲ 2.3 （

（ 3.6 ） 11.6 （ 6.8５年度 0.1 （ ▲ 0.3 ） 10.1

17.4 （

（ 2.7 ） ▲ 2.4 （

（ ▲ 0.6 ）
非 製 造 業

６年度 2.3 ▲ 6.0 ▲ 7.2

５年度 1.5 （ 2.4 ） 0.1

（ ▲ 1.8 ）
大

企

業

全 産 業
６年度 2.3 ▲ 7.9 ▲ 7.9
５年度

５年度 2.1 （ 2.5 ） ▲ 0.6

▲ 5.1 ）
製 造 業

６年度 2.4 ▲ 12.7 ▲ 9.9
3.0

（ 2.1 ） ▲ 1.4 （ ▲ 10.0 ） 2.8

非 製 造 業
６年度 2.6 ▲ 5.3 ▲ 6.1

（ ▲ 3.1 ） 3.8５年度 1.5 （ 2.4 ） ）（ ▲ 0.4

全 産 業
６年度 2.5 ▲ 7.0 ▲ 6.7
５年度

） ▲ 0.1 （ ▲ 5.0 ） 3.5

製 造 業
６年度 2.2 ▲ 11.2 ▲ 8.1

（ ▲ 3.3 ）2.5

＜参考資料＞企業収益（売上高・経常利益）の全業種集計

売 上 高
（受取配当金を除く）

５年度 1.9 （ 2.3

（ ▲ 3.2 ） 3.4

▲ 11.1 ） 1.6 （

（ ▲ 5.4 ） 2.8

0.4

（ ▲ 1.2 ）
全

規

模

- 12 -



５．従業員数判断ＢＳＩ

６．業種別計数（売上高、経常利益、設備投資）

統 計 表

１．企業の景況判断ＢＳＩ

２．企業の景況判断の決定要因

３．国内の景況判断ＢＳＩ

４．設備判断ＢＳＩ
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（注）業種別の回答社数が３社以下の場合、****で表示。

１　企業の景況判断ＢＳＩ

（前期比「上昇」－「下降」社数構成比） （単位：％ポイント）

全 規 模 大 企 業 中 堅 企 業 中 小 企 業

1～3月 4～6月 7～9月 1～3月 4～6月 7～9月1～3月 4～6月 7～9月 1～3月 4～6月 7～9月

2.8

製造業 ▲ 9.0 1.0 7.5 ▲ 3.4 3.1 7.5 ▲ 8.3 4.4

6.6 0.1 5.2 7.7 ▲ 11.5 ▲ 2.4全産業 ▲ 2.0 2.5 5.9 2.5 3.7

10.6 ▲ 18.4

0.0 28.6

▲ 5.4 4.7

食料品製造業 ▲ 2.5 10.8 9.2 0.0 5.7 16.75.7 4.7 23.3 9.3 ▲ 20.8 0.0

57.1 ▲ 23.1 ▲ 46.2 ▲ 30.8繊維工業 ▲ 9.7 ▲ 9.7

木材・木製品製造業 ▲ 34.8 ▲ 17.4 ▲ 4.3 **** **** 6.7**** ▲ 33.3 ▲ 33.3 ▲ 33.3 ▲ 33.3 ▲ 13.3

3.2 0.0 9.1 9.1

0.0

化学工業 ▲ 5.2 9.3 5.7 ▲ 8.0 8.0 ▲ 4.83.2 ▲ 2.1 8.5 17.0 4.8 19.0

パルプ・紙・紙加工品製造業 ▲ 25.0 9.1 2.3 ▲ 18.2 ▲ 18.2 13.3 ▲ 16.7 11.1

▲ 8.0 ▲ 4.0 ▲ 46.7 6.7

9.5 ▲ 16.7 ▲ 16.7

▲ 9.1 ▲ 40.0 26.7

10.0 0.0 ▲ 9.5 ▲ 9.5 ▲ 5.6

窯業・土石製品製造業 ▲ 11.8 2.0 0.0 8.7 0.0 ▲ 12.50.0 ▲ 33.3 16.7 16.7 ▲ 25.0 ▲ 6.3

石油製品・石炭製品製造業 ▲ 12.2 ▲ 8.2 2.0 ▲ 10.0

▲ 4.3 4.3

6.7 ▲ 33.3 ▲ 13.3 ▲ 6.7

非鉄金属製造業 ▲ 20.3 1.6 10.9 ▲ 14.3 3.6 12.010.7 ▲ 27.3 ▲ 9.1 9.1 ▲ 24.0 4.0

鉄鋼業 ▲ 34.5 ▲ 5.5 ▲ 1.8 ▲ 28.0

17.4 ▲ 20.0 0.0 16.7

はん用機械器具製造業 ▲ 1.9 ▲ 9.4 11.3 5.3 ▲ 10.5 10.55.3 ▲ 6.7 ▲ 13.3 20.0 ▲ 5.3 ▲ 5.3

金属製品製造業 ▲ 13.0 3.9 14.3 ▲ 12.5 8.3 8.3

▲ 4.8

業務用機械器具製造業 ▲ 4.8 ▲ 7.1 4.8 ▲ 20.0 ▲ 3.3 8.8▲ 3.3 10.0 5.0 10.0 0.0 ▲ 17.6

生産用機械器具製造業 3.3 ▲ 3.3 4.4 8.5 6.4 8.5 4.3 ▲ 8.7

10.7 7.3 1.8 9.1 ▲ 9.5 ▲ 4.8

4.3 ▲ 9.5 ▲ 19.0

▲ 5.4 10.7 ▲ 25.0 ▲ 6.3

19.0 ▲ 29.6 ▲ 22.2 7.4

情報通信機械器具製造業 ▲ 8.3 2.3 21.2 1.5 9.0 18.222.4 ▲ 9.4 ▲ 6.3 21.9 ▲ 27.3 ▲ 3.0

電気機械器具製造業 ▲ 5.8 ▲ 5.8

0.0 11.1

▲ 25.0 ▲ 29.2 29.2 20.8

その他の輸送用機械器具製造業 5.4 2.7 5.4 15.4 7.7 5.615.4 ▲ 16.7 ▲ 16.7 ▲ 16.7 5.6 5.6

自動車・同附属品製造業 ▲ 20.8 3.1 7.3 ▲ 16.1

5.6 ▲ 25.0 ▲ 11.5 ▲ 3.8

非製造業 0.8 3.1 5.3 5.1 4.0 2.06.2 2.8 5.4 6.8 ▲ 8.4 ▲ 1.0

その他製造業 ▲ 4.0 1.1 4.5 8.6 2.9 10.0

▲ 7.7

鉱業、採石業、砂利採取業 ▲ 4.8 ▲ 1.6 ▲ 1.6 6.3 ▲ 9.4 0.0▲ 3.1 ▲ 6.3 6.3 0.0 ▲ 26.7 6.7

農林水産業 ▲ 4.8 0.0 ▲ 4.8 **** **** **** ▲ 20.0 20.0

0.3 17.6 ▲ 9.3 3.7 8.2 ▲ 5.5

0.0 ▲ 7.7 0.0

6.9 6.3 13.1 11.5

0.0 ▲ 5.2 ▲ 7.8 ▲ 2.0

電気・ガス・水道業 ▲ 8.3 5.0 ▲ 5.0 ▲ 5.0 2.5 2.5 ▲ 15.0 10.0 ▲ 20.0

建設業 5.1 ▲ 7.8

▲ 5.9 ▲ 0.5

12.0 11.1 3.3 10.0

運輸業、郵便業 ▲ 17.6 2.3 5.4 ▲ 13.0 14.1 4.78.7 ▲ 12.1 ▲ 6.1 1.5 ▲ 29.7 ▲ 6.3

情報通信業 13.2 8.1 9.5 14.5

6.5 ▲ 23.7 ▲ 8.8 2.6

小売業 ▲ 3.7 ▲ 2.1 4.2 13.1 1.6 ▲ 6.78.2 0.0 3.8 15.1 ▲ 20.0 ▲ 9.3

卸売業 ▲ 11.4 ▲ 2.5 7.2 ▲ 9.1 ▲ 0.6 10.8

0.0

リース業 ▲ 5.3 ▲ 7.0 1.8 0.0 0.0 9.10.0 ▲ 8.3 0.0 ▲ 8.3 ▲ 9.1 ▲ 18.2

不動産業 2.2 2.2 1.6 6.3 0.9 2.7 3.6 5.4

14.3 0.0 14.3 14.3 ▲ 17.6 29.4

1.8 ▲ 4.2 0.0

29.4 11.8 ▲ 22.2 50.0

29.4 ▲ 16.7 11.1 0.0

サービス業 4.1 8.5 6.5 8.7 10.5 3.77.5 5.3 7.6 8.2 ▲ 2.4 7.1

その他の物品賃貸業 ▲ 14.3 19.0

▲ 8.3 25.0

33.3 ▲ 15.8 21.1 7.9

生活関連サービス業 0.0 6.1 ▲ 4.1 50.0 12.5 0.037.5 ▲ 15.0 ▲ 5.0 ▲ 25.0 ▲ 4.8 14.3

宿泊業、飲食サービス業 ▲ 4.1 30.1 15.1 41.2

▲ 4.2 ▲ 20.0 12.0 ▲ 12.0

学術研究、専門・技術サービス業 8.4 5.5 7.0 4.8 7.5 5.35.7 16.8 1.7 10.9 6.4 5.3

娯楽業 ▲ 6.3 17.5 ▲ 4.8 21.4 14.3 7.1

17.6 10.5 5.3 5.3

職業紹介・労働者派遣業 ▲ 12.8 ▲ 5.1 0.0 **** ****

医療、教育 4.3 17.4 10.9 ▲ 20.0 30.0 10.0 11.8 23.5

金融業、保険業 6.0 4.8 5.6 4.9 3.2

▲ 9.1

その他のサービス業 5.0 5.9 8.6 11.3 13.2 9.4 3.3 0.0

**** 0.0 21.4 14.3 ▲ 22.7 ▲ 22.7

4.9 9.3 9.3 7.6

7.6 2.6 7.8 9.1
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２　企業の景況判断の決定要因

（単位：％）

全 規 模 大 企 業 中 堅 企 業 中 小 企 業

1～3月 4～6月 7～9月 1～3月 4～6月 7～9月1～3月 4～6月 7～9月 1～3月 4～6月 7～9月

89.5

22.9 24.3 31.7 29.9 34.2 47.3 21.8 22.7

91.8 96.4 94.3 94.7 89.4 87.591.9 90.0 92.1 89.3 87.6

29.0 16.2 16.5 19.9

43.4 42.9 40.3 40.2 42.5 41.9

26.5 26.4 27.6 25.0 26.4 22.5 27.8 28.8

37.4 46.0 46.7 41.5 44.0 39.0

30.0 26.9 23.5 29.8

15.2 20.4 16.4 13.9 19.7 19.4

8.4 7.9 8.3 5.3 6.2 6.6 10.3 7.4

11.5 16.7 20.5 17.9 14.8 21.0

8.7 9.7 10.0 9.4

1.8 2.4 1.4 1.6 3.6 0.5

8.6 6.3 6.9 13.1 10.4 9.3 7.5 5.2

2.2 3.2 3.1 1.4 0.5 0.5

7.7 4.6 3.5 3.7

2.0 1.6 1.6 2.0 1.0 2.6

5.9 6.8 5.2 7.4 6.7 5.5 4.0 7.0

1.1 1.6 0.9 1.0 2.3 3.0

4.8 6.5 6.5 5.2

86.8 84.3 80.0 85.6 79.8 80.9

23.0 15.5 13.8 39.4 22.6 14.0 21.8 18.8

78.9 88.9 85.0 79.2 86.1 86.3

18.8 14.7 9.4 10.5

35.5 34.6 33.8 34.6 31.5 32.2

46.3 46.4 45.2 41.8 42.7 36.8 48.5 48.1

28.1 38.9 38.1 39.6 33.7 33.9

51.0 47.3 47.2 44.7

31.3 29.6 40.3 25.0 21.0 40.1

6.3 8.9 8.9 3.8 4.0 7.0 5.0 8.1

43.9 29.4 33.1 38.5 36.1 31.8

7.3 8.6 12.0 10.5

0.8 0.6 1.3 1.4 0.8 0.0

8.2 9.9 9.5 9.6 8.9 1.8 10.7 13.1

5.3 1.5 1.3 1.0 0.0 0.0

16.7 5.6 8.2 7.9

2.1 4.3 5.2 1.4 0.8 6.6

6.9 7.4 7.9 6.7 11.3 12.3 6.5 5.0

1.8 1.5 5.0 5.2 2.9 5.6

6.3 7.2 6.9 7.2

87.9 89.3 89.5 81.7 83.6 93.3

34.5 35.7 47.6 45.1 56.7 77.9 36.6 26.6

82.4 95.8 93.8 92.5 87.1 90.8

43.3 20.0 23.1 24.0

45.3 44.4 41.0 37.8 38.8 40.0

27.4 30.6 26.7 22.0 19.4 11.8 31.0 42.2

35.3 49.3 50.0 47.8 50.0 44.6

35.8 30.0 30.8 32.0

15.7 23.5 17.1 11.0 16.4 18.7

8.1 4.1 6.2 3.7 1.5 4.4 11.3 7.8

10.3 21.1 31.3 22.4 15.7 23.1

7.5 10.0 3.1 6.7

0.9 1.0 0.5 1.2 1.5 0.0

9.9 4.6 5.7 17.1 10.4 7.4 7.0 1.6

1.5 1.4 0.0 0.0 0.0 1.5

9.0 4.3 1.5 1.3

0.0 0.0 0.5 0.0 0.0 1.3

6.3 5.1 4.8 9.8 4.5 8.8 2.8 6.3

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

3.0 5.7 4.6 2.7

90.2 86.2 86.9 81.0 71.7 87.3

34.6 25.4 22.2 52.4 30.4 22.2 32.0 34.0

83.3 95.1 89.4 88.5 93.2 92.0

30.8 23.6 18.2 18.2

30.9

47.2 45.9 46.5 41.0 47.8 50.0 47.6 44.7

11.1 34.0 42.6 42.3 31.8 31.8

50.0 51.4 45.5 43.6

41.8

5.3 8.3 9.1 1.9 4.3 11.1 4.9 4.3

38.9 24.3 21.3 34.6 30.4 30.7

7.7 8.1 12.5 9.1

7.3

0.6 2.2 4.0 0.0 0.0

0.0

9.0 9.4 9.1 12.4 6.5 5.6 9.7 14.9

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

⑦株式・不動産等の資産価格

⑧為替レート

0.0 4.7 3.4

15.4 6.1

⑩その他

0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

8.0

26.7 24.3 39.4 23.8 15.2

32.6 32.6 30.3 32.4 23.9

7.3

5.5

5.6 7.2 6.1 8.6 15.2 11.1 3.9 6.4

0.0 0.0 2.1 3.8 1.4 3.4

上

昇

①国内需要（売上）

②海外需要（売上）

③販売価格

④仕入価格

⑤仕入以外のコスト

⑥資金繰り・資金調達

⑨税制・会計制度等

⑩その他

下

降

①国内需要（売上）

②海外需要（売上）

③販売価格

④仕入価格

⑤仕入以外のコスト

⑥資金繰り・資金調達

⑦株式・不動産等の資産価格

上

昇

①国内需要（売上）

②海外需要（売上）

③販売価格

④仕入価格

⑤仕入以外のコスト

⑥資金繰り・資金調達

製

造

業

全

産

業

（回答社数構成比）

（注1） 「金融業、保険業」は調査対象外。

（注2） 10項目中３項目以内の複数回答による回答社数構成比。

⑥資金繰り・資金調達

⑦株式・不動産等の資産価格

⑧為替レート

⑨税制・会計制度等

⑩その他

⑦株式・不動産等の資産価格

⑧為替レート

⑨税制・会計制度等

⑩その他

下

降

①国内需要（売上）

②海外需要（売上）

③販売価格

④仕入価格

⑤仕入以外のコスト

⑧為替レート

⑨税制・会計制度等
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1～3月 4～6月

中 堅 企 業 中 小 企 業全 規 模 大 企 業

２　企業の景況判断の決定要因

（回答社数構成比） （単位：％）

7～9月 1～3月 4～6月 7～9月7～9月 1～3月 4～6月 7～9月 1～3月 4～6月

96.7 94.5 95.7 90.4 85.9 87.193.7 90.4 93.5 93.2 89.7 97.4

16.0 21.2 22.1 14.4 13.3 17.217.6 19.0 22.7 22.2 22.2 28.9

44.8 45.5 38.6 41.1 36.3 43.142.5 42.3 40.0 41.4 44.4 38.6

⑤仕入以外のコスト

20.0 28.430.2 28.9 26.5 23.6 27.1 25.3④仕入価格 26.2 24.4 28.1 26.5

14.9 16.4 15.7 14.4 20.0 19.814.9 19.0 15.9 15.4 21.4 12.3

⑦株式・不動産等の資産価格

13.3 11.28.7 7.9 9.9 7.3 9.3 9.6⑥資金繰り・資金調達 8.6 9.6 9.5 6.2

3.9 4.2 2.1 0.7 0.0 0.92.2 3.1 1.9 1.9 4.8 2.6

⑨税制・会計制度等

4.4 5.210.3 10.5 7.7 6.7 7.1 4.8⑧為替レート 8.0 7.0 7.6 11.1

2.2 1.2 1.4 3.4 4.4 3.42.9 2.3 2.2 3.1 1.6 1.8

7.4 6.97.9 3.5 4.4 7.3 5.7 6.8⑩その他 5.7 7.5 5.4 6.2

82.8 77.384.6 76.9 84.9 83.2 75.7 81.4

下

降

①国内需要（売上） 84.4 83.3 76.7 90.3

14.5 10.1 9.7 26.2

③販売価格

⑤仕入以外のコスト

⑦株式・不動産等の資産価格

⑨税制・会計制度等

4.1 6.217.9 10.3 15.1 12.4 14.3 8.8②海外需要（売上）

42.1 36.3 38.6 35.0 35.2 33.037.7 35.7 35.4 36.9 35.9 35.9

48.3 45.439.7 30.8 49.1 49.6 51.4 44.7④仕入価格 45.7 46.7 44.7 42.7

32.7 38.1 40.0 39.8 32.4 39.234.6 32.4 40.8 26.2 24.4 46.2

11.7 11.33.8 5.1 5.0 9.7 7.1 8.8⑥資金繰り・資金調達 7.0 9.2 8.7 5.8

2.5 1.8 1.4 0.0 0.0 0.01.4 0.9 1.9 2.9 1.3 7.7

8.3 8.210.3 0.0 11.3 12.4 17.1 5.3⑧為替レート 7.6 10.1 9.7 6.8

2.5 6.2 5.7 4.0 6.9 7.23.3 5.4 5.8 2.9 1.3 2.6

7.29.0 12.8 8.2 4.4 8.6 8.8⑩その他 7.8 7.4 8.7 4.9

サ

ー

ビ

ス

業

上

昇

①国内需要（売上） 92.9 86.8

②海外需要（売上） 20.5 21.7

9.0

非

製

造

業

上

昇

①国内需要（売上）

②海外需要（売上）

③販売価格

97.7 88.0 86.0

④仕入価格

33.3

19.0 14.3 18.6 18.0 15.8

85.792.4 93.8 78.3 93.9 96.6 95.9

30.2 14.0 17.5 11.924.6 25.0 17.4 33.3 22.4 30.6

47.632.6 39.4 43.1 44.9 34.9 52.0③販売価格 45.5 36.8 40.7 41.7

21.419.2 16.4 22.0 20.8 19.6 27.3

⑥資金繰り・資金調達

17.5 14.323.9 12.1 17.2 18.4 16.3 10.0⑤仕入以外のコスト 14.7 19.7 14.4 16.7

12.1 6.1 9.3 12.0 7.0 11.911.5 9.2 11.0 10.4 15.2 12.1

⑧為替レート

0.0 0.06.5 3.0 5.2 4.1 2.3 0.0⑦株式・不動産等の資産価格 1.9 3.3 1.7 0.0

6.9 4.1 7.0 4.0 7.0 4.88.3 7.9 8.5 14.6 13.0 15.2

⑩その他

3.5 4.84.3 3.0 3.4 2.0 2.3 2.0⑨税制・会計制度等 2.6 3.3 3.4 2.1

6.9 8.2 7.0 6.0 7.0 4.89.0 11.8 6.8 14.6 21.7 9.1

77.8 80.7 77.8 77.471.9 89.5 81.8 37.5 83.3 88.5

22.2 12.3 5.6 12.914.0 15.8 9.1 0.0 21.4 7.7

27.8 40.4 38.9 35.531.6 21.1 36.4 25.0

30.6 29.036.4 25.0 28.6 38.5 33.3 28.129.8 36.8

38.1 15.4 16.7 31.6 33.3 35.536.8 27.3 0.0

38.1 30.8

⑦株式・不動産等の資産価格 2.4 7.73.5 5.3 0.0

11.1 12.90.0 0.0 7.1 23.1 16.7 8.8⑥資金繰り・資金調達 7.6 13.7 12.3 5.3

5.6 0.0 0.0 0.01.7 2.7 12.5

⑨税制・会計制度等

8.3 12.99.1 0.0 4.8 7.7 22.2 7.0⑧為替レート 5.9 8.2 14.0 5.3

2.4 7.7 5.6 7.0 11.1 16.15.3 0.0 0.0

（注2） 10項目中３項目以内の複数回答による回答社数構成比。

8.3 6.5

（注1） 「金融業、保険業」は調査対象外。

9.1 50.0 16.7 11.5 22.2 12.3⑩その他 12.7 9.6 17.5 5.3

下

降

①国内需要（売上） 83.1 82.2

②海外需要（売上） 16.1 6.8

5.1 8.2 10.5

⑤仕入以外のコスト 36.4 35.6

④仕入価格

③販売価格 29.7 34.2

34.7 26.0 24.6
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（注）業種別の回答社数が３社以下の場合、****で表示。

３　国内の景況判断ＢＳＩ

（前期比「上昇」－「下降」社数構成比） （単位：％ポイント）

全 規 模 大 企 業 中 堅 企 業 中 小 企 業

1～3月 4～6月 7～9月 1～3月 4～6月 7～9月1～3月 4～6月 7～9月 1～3月 4～6月 7～9月

3.6

製造業 ▲ 1.6 3.6 6.3 2.7 4.7 5.8 1.1 5.6

6.7 5.0 7.4 6.8 ▲ 5.0 1.1全産業 4.4 5.7 5.9 9.8 7.4

7.9 ▲ 11.2

▲ 16.7 16.7

0.0 5.5

食料品製造業 11.4 13.2 8.8 0.0 5.9 30.43.9 22.5 15.0 2.5 17.4 26.1

66.7 ▲ 36.4 ▲ 36.4 ▲ 27.3繊維工業 ▲ 14.3 ▲ 3.6

木材・木製品製造業 0.0 10.5 10.5 **** **** 25.0**** ▲ 20.0 ▲ 40.0 ▲ 20.0 8.3 33.3

10.7 9.1 18.2 18.2

▲ 11.1

化学工業 ▲ 0.6 5.2 2.3 ▲ 0.9 5.1 ▲ 18.84.3 0.0 4.9 4.9 0.0 6.3

パルプ・紙・紙加工品製造業 4.9 7.3 ▲ 2.4 0.0 0.0 7.7 5.6 11.1

0.0 0.0 ▲ 33.3 6.7

5.9 ▲ 21.4 ▲ 7.1

0.0 7.7 7.7

0.0 0.0 11.8 ▲ 5.9 ▲ 7.1

窯業・土石製品製造業 ▲ 10.6 0.0 2.1 10.0 5.0 ▲ 12.510.0 ▲ 18.2 0.0 9.1 ▲ 31.3 ▲ 6.3

石油製品・石炭製品製造業 ▲ 2.4 ▲ 4.9 0.0 0.0

0.0 0.0

13.3 ▲ 28.6 ▲ 14.3 0.0

非鉄金属製造業 ▲ 6.3 7.8 12.5 ▲ 3.6 0.0 20.03.6 ▲ 18.2 9.1 18.2 ▲ 4.0 16.0

鉄鋼業 ▲ 19.2 ▲ 1.9 3.8 ▲ 4.3

0.0 ▲ 19.2 ▲ 3.8 15.4

はん用機械器具製造業 ▲ 2.0 2.0 14.0 ▲ 5.6 0.0 10.511.1 ▲ 7.7 15.4 23.1 5.3 ▲ 5.3

金属製品製造業 ▲ 5.6 1.4 5.6 4.3 8.7 0.0

0.0

業務用機械器具製造業 6.2 1.2 9.9 ▲ 6.7 3.3 12.110.0 11.1 11.1 5.6 15.2 ▲ 6.1

生産用機械器具製造業 0.0 3.5 5.8 11.1 4.4 4.4 ▲ 9.5 4.8

6.0 11.1 3.7 3.7 0.0 10.0

14.3 ▲ 15.0 0.0

▲ 5.8 7.7 18.8 ▲ 18.8

5.0 ▲ 34.6 ▲ 15.4 11.5

情報通信機械器具製造業 ▲ 2.5 5.7 11.5 7.7 9.2 14.34.6 ▲ 3.4 3.4 24.1 ▲ 25.0 0.0

電気機械器具製造業 ▲ 3.0 0.0

3.9 9.8

▲ 18.8 ▲ 9.5 14.3 4.8

その他の輸送用機械器具製造業 5.9 5.9 5.9 25.0 8.3 0.08.3 0.0 20.0 20.0 ▲ 5.9 0.0

自動車・同附属品製造業 ▲ 2.2 ▲ 3.4 2.2 ▲ 5.8

3.9 ▲ 24.4 ▲ 8.9 ▲ 2.2

非製造業 7.0 6.6 5.8 13.1 8.6 2.77.1 6.3 8.0 6.5 ▲ 2.1 1.5

その他製造業 ▲ 3.7 4.9 5.6 4.5 10.6 12.1

0.0

鉱業、採石業、砂利採取業 0.0 4.1 6.1 4.8 0.0 7.70.0 6.7 6.7 13.3 ▲ 15.4 7.7

農林水産業 ▲ 10.5 ▲ 5.3 0.0 **** **** **** ▲ 40.0 0.0

▲ 0.3 17.9 9.4 3.8 0.0 ▲ 4.5

▲ 20.0 ▲ 8.3 ▲ 16.7

5.9 1.5 12.4 14.9

0.0 ▲ 6.5 ▲ 5.8 ▲ 3.6

電気・ガス・水道業 ▲ 3.4 5.2 ▲ 1.7 2.6 0.0 ▲ 2.6 ▲ 15.0 15.0 0.0

建設業 3.2 ▲ 0.3

▲ 1.2 4.0

10.6 19.5 13.0 10.4

運輸業、郵便業 ▲ 6.1 1.4 1.9 2.3 10.2 ▲ 1.68.0 ▲ 9.7 ▲ 8.1 ▲ 3.2 ▲ 14.5 ▲ 1.6

情報通信業 13.6 11.2 7.2 11.8

8.7 ▲ 11.5 ▲ 2.1 5.2

小売業 0.6 3.6 1.2 21.4 16.1 ▲ 13.614.3 ▲ 2.2 10.9 6.5 ▲ 15.2 ▲ 12.1

卸売業 0.9 5.1 9.3 10.4 10.4 12.3

▲ 2.2

リース業 2.0 2.0 0.0 9.1 4.5 ▲ 11.84.5 ▲ 8.3 16.7 8.3 0.0 ▲ 11.8

不動産業 6.3 5.3 3.5 13.9 5.9 4.0 9.7 9.7

15.8 16.7 16.7 16.7 0.0 13.3

8.6 ▲ 5.5 0.0

21.4 14.3 11.8 47.1

6.7 17.6 23.5 23.5

サービス業 11.2 8.4 7.8 13.7 6.9 9.37.2 14.8 10.2 7.1 4.3 8.2

その他の物品賃貸業 10.5 18.4

16.7 4.2

35.3 ▲ 9.1 24.2 15.2

生活関連サービス業 ▲ 4.4 ▲ 4.4 ▲ 2.2 25.0 ▲ 12.5 ▲ 5.012.5 ▲ 5.9 0.0 ▲ 5.9 ▲ 15.0 ▲ 5.0

宿泊業、飲食サービス業 10.9 29.7 20.3 57.1

0.0 ▲ 8.7 13.0 8.7

学術研究、専門・技術サービス業 14.7 5.7 7.1 9.7 5.1 4.96.5 24.5 7.3 10.0 14.8 4.9

娯楽業 6.7 11.7 6.7 15.4 23.1 15.4

13.3 17.6 11.8 11.8

職業紹介・労働者派遣業 11.8 8.8 17.6 **** ****

医療、教育 9.8 9.8 9.8 0.0 0.0 0.0 6.7 13.3

金融業、保険業 14.2 10.7 7.7 15.9 10.9

29.4

その他のサービス業 9.2 8.7 5.6 20.9 11.6 7.0 8.1 10.5

**** 14.3 7.1 7.1 11.8 11.8

8.8 9.1 10.0 4.5

1.2 3.0 4.5 10.6
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（注）業種別の回答社数が３社以下の場合、****で表示。

４　設備判断ＢＳＩ

（期末判断「不足」－「過大」社数構成比） （単位：％ポイント）

全 規 模 大 企 業 中 堅 企 業 中 小 企 業

3月末 6月末 9月末 3月末 6月末 9月末3月末 6月末 9月末 3月末 6月末 9月末

4.4

製造業 0.1 1.2 2.3 ▲ 2.5 ▲ 0.9 0.5 3.7 4.5

1.9 6.5 4.8 4.5 5.2 4.0全産業 4.0 3.1 3.3 1.6 1.4

4.2 1.1

16.7 0.0

1.6 3.5

食料品製造業 3.5 5.2 5.2 ▲ 1.9 1.9 21.71.9 2.5 0.0 0.0 17.4 21.7

0.0 ▲ 9.1 ▲ 9.1 ▲ 9.1繊維工業 0.0 ▲ 3.6

木材・木製品製造業 0.0 0.0 5.6 **** **** 9.1**** 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

▲ 3.6 0.0 0.0 0.0

▲ 11.8

化学工業 1.1 2.3 1.7 0.0 ▲ 0.9 6.3▲ 0.9 2.4 7.3 7.3 6.3 12.5

パルプ・紙・紙加工品製造業 ▲ 7.5 ▲ 10.0 ▲ 5.0 ▲ 20.0 ▲ 20.0 7.7 ▲ 11.8 ▲ 11.8

▲ 4.3 ▲ 4.3 0.0 0.0

0.0 15.4 7.7

▲ 10.0 7.7 0.0

0.0 0.0 5.9 5.9 0.0

窯業・土石製品製造業 ▲ 4.4 ▲ 6.7 ▲ 4.4 ▲ 30.0 ▲ 20.0 0.0▲ 15.0 9.1 9.1 9.1 21.4 0.0

石油製品・石炭製品製造業 10.0 5.0 0.0 10.0

0.0 4.3

0.0 14.3 21.4 21.4

非鉄金属製造業 ▲ 3.2 0.0 4.8 7.4 7.4 ▲ 4.03.7 9.1 18.2 27.3 ▲ 20.0 ▲ 16.0

鉄鋼業 0.0 3.8 3.8 ▲ 8.7

0.0 ▲ 3.8 ▲ 3.8 7.7

はん用機械器具製造業 6.0 2.0 4.0 ▲ 5.6 ▲ 5.6 5.30.0 15.4 7.7 7.7 10.5 5.3

金属製品製造業 ▲ 4.2 ▲ 1.4 1.4 ▲ 8.7 ▲ 4.3 ▲ 4.3

0.0

業務用機械器具製造業 6.2 6.2 2.5 0.0 0.0 15.2▲ 3.3 5.6 0.0 ▲ 11.1 12.1 15.2

生産用機械器具製造業 3.5 5.8 8.1 0.0 4.4 8.9 9.5 9.5

2.1 1.9 0.0 1.9 10.5 5.3

14.3 5.0 5.0

▲ 2.0 0.0 0.0 6.3

5.3 ▲ 4.2 ▲ 4.2 0.0

情報通信機械器具製造業 ▲ 8.4 ▲ 4.2 0.8 ▲ 10.9 ▲ 6.3 11.50.0 ▲ 10.3 ▲ 6.9 ▲ 6.9 0.0 3.8

電気機械器具製造業 2.1 0.0

3.9 9.8

6.3 ▲ 14.3 ▲ 19.0 ▲ 19.0

その他の輸送用機械器具製造業 2.9 5.9 0.0 0.0 0.0 5.9▲ 8.3 0.0 0.0 0.0 5.9 11.8

自動車・同附属品製造業 ▲ 4.5 ▲ 4.5 ▲ 3.4 ▲ 2.0

9.8 ▲ 6.7 ▲ 4.4 ▲ 2.2

非製造業 5.7 3.9 3.8 3.5 2.5 4.82.6 7.4 4.9 4.6 7.1 5.0

その他製造業 0.6 4.3 5.6 3.0 6.1 7.6

25.0

鉱業、採石業、砂利採取業 9.1 7.3 7.3 7.1 7.1 8.37.1 13.3 6.7 6.7 8.3 8.3

農林水産業 16.7 16.7 16.7 **** **** **** 0.0 0.0

4.9 3.9 1.0 1.9 11.9 6.0

0.0 25.0 25.0

1.5 2.2 6.2 5.0

7.5 9.6 5.1 5.9

電気・ガス・水道業 3.5 3.5 3.5 5.4 5.4 5.4 0.0 0.0 0.0

建設業 8.2 3.9

6.4 2.9

3.7 5.3 5.3 2.6

運輸業、郵便業 5.4 2.5 4.4 0.0 ▲ 2.4 4.90.0 16.9 10.2 10.2 1.6 1.6

情報通信業 5.9 3.8 3.0 6.0

4.1 7.5 2.2 ▲ 1.1

小売業 5.4 5.4 6.0 8.9 8.9 6.17.1 6.8 4.5 4.5 1.5 3.0

卸売業 5.2 1.9 1.9 2.5 0.6 1.2

4.5

リース業 4.1 6.1 6.1 0.0 5.0 11.85.0 0.0 0.0 0.0 11.8 11.8

不動産業 5.1 5.4 3.6 2.1 5.3 4.2 4.3 5.4

5.3 0.0 0.0 0.0 0.0 6.7

2.2 9.0 5.6

7.1 0.0 5.9 0.0

0.0 23.5 17.6 11.8

サービス業 5.9 4.0 4.2 3.4 2.4 4.72.4 8.6 5.0 5.7 5.9 4.7

その他の物品賃貸業 10.5 10.5

8.3 8.3

5.9 9.1 3.0 0.0

生活関連サービス業 0.0 ▲ 4.3 2.2 25.0 12.5 0.012.5 ▲ 5.6 ▲ 11.1 0.0 ▲ 5.0 ▲ 5.0

宿泊業、飲食サービス業 12.5 3.1 1.6 28.6

8.3 8.7 0.0 4.3

学術研究、専門・技術サービス業 5.1 3.6 3.6 0.5 1.0 6.21.5 12.1 5.6 5.6 7.4 7.4

娯楽業 6.8 5.1 6.8 0.0 8.3 8.3

13.3 11.8 17.6 17.6

職業紹介・労働者派遣業 5.9 5.9 5.9 **** ****

医療、教育 9.8 12.2 12.2 0.0 0.0 0.0 13.3 13.3

金融業、保険業 3.8 3.3 2.4 3.2 2.9

5.9

その他のサービス業 5.7 4.7 4.2 7.0 4.7 4.7 7.1 6.0

**** 7.1 7.1 7.1 5.9 5.9

2.3 5.5 4.6 2.8

4.8 3.1 3.1 3.1
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（注）業種別の回答社数が３社以下の場合、****で表示。

５　従業員数判断ＢＳＩ

（期末判断「不足気味」－「過剰気味」社数構成比） （単位：％ポイント）

全 規 模 大 企 業 中 堅 企 業 中 小 企 業

3月末 6月末 9月末 3月末 6月末 9月末3月末 6月末 9月末 3月末 6月末 9月末

26.6

製造業 20.2 17.3 15.6 15.5 14.0 12.7 26.1 23.1

17.8 39.0 32.0 29.3 33.5 29.4全産業 32.0 26.3 23.7 26.0 20.4

21.0 22.5

71.4 71.4

17.4 15.4

食料品製造業 29.1 18.8 18.8 17.0 9.4 26.19.4 43.9 31.7 26.8 30.4 17.4

71.4 ▲ 7.7 ▲ 15.4 ▲ 7.7繊維工業 22.6 19.4

木材・木製品製造業 27.3 27.3 22.7 **** **** 28.6**** 33.3 33.3 16.7 28.6 28.6

22.6 27.3 27.3 27.3

0.0

化学工業 16.8 14.7 14.1 12.0 10.4 30.08.8 26.1 19.6 21.7 25.0 30.0

パルプ・紙・紙加工品製造業 34.9 27.9 20.9 45.5 45.5 35.7 27.8 5.6

20.8 20.8 6.7 6.7

0.0 29.4 23.5

36.4 35.7 42.9

40.0 30.0 15.0 10.0 17.6

窯業・土石製品製造業 23.5 23.5 21.6 21.7 21.7 31.321.7 8.3 8.3 8.3 37.5 37.5

石油製品・石炭製品製造業 25.5 21.3 12.8 40.0

21.7 34.8

6.7 40.0 20.0 13.3

非鉄金属製造業 14.1 10.9 14.1 21.4 14.3 4.017.9 9.1 18.2 27.3 8.0 4.0

鉄鋼業 22.2 16.7 14.8 20.8

39.1 14.8 3.7 11.1

はん用機械器具製造業 30.2 22.6 20.8 0.0 0.0 31.610.5 40.0 26.7 20.0 52.6 42.1

金属製品製造業 20.3 18.9 21.6 25.0 20.8 16.7

23.8

業務用機械器具製造業 20.5 19.3 14.5 23.3 20.0 20.613.3 15.8 10.5 5.3 20.6 23.5

生産用機械器具製造業 22.7 22.7 20.5 22.2 20.0 17.8 22.7 22.7

16.0 10.9 10.9 14.5 30.0 25.0

22.7 23.8 28.6

7.3 1.8 25.0 12.5

25.0 8.0 8.0 12.0

情報通信機械器具製造業 10.2 17.3 14.2 1.5 10.6 6.510.6 23.3 30.0 30.0 16.1 19.4

電気機械器具製造業 14.0 13.0

20.8 18.9

12.5 13.0 13.0 17.4

その他の輸送用機械器具製造業 29.7 16.2 13.5 15.4 7.7 22.27.7 50.0 16.7 0.0 33.3 22.2

自動車・同附属品製造業 13.8 9.6 7.4 10.9

15.1 22.0 12.0 6.0

非製造業 36.9 30.1 27.0 30.8 23.3 31.720.2 43.3 34.9 32.1 38.5 34.8

その他製造業 20.2 15.6 11.0 18.6 15.7 11.4

25.0

鉱業、採石業、砂利採取業 20.6 19.0 17.5 3.1 3.1 46.73.1 25.0 25.0 18.8 53.3 46.7

農林水産業 26.3 21.1 21.1 **** **** **** 20.0 20.0

50.6 58.9 55.1 49.5 70.4 67.6

20.0 25.0 25.0

20.9 17.0 45.5 36.9

62.0 51.3 47.3 46.0

電気・ガス・水道業 22.4 12.1 10.3 15.8 7.9 10.5 35.0 20.0 10.0

建設業 57.9 54.3

37.2 26.8

35.2 37.9 37.9 33.3

運輸業、郵便業 41.2 34.7 31.5 23.9 18.2 47.619.3 50.8 38.5 32.3 55.6 54.0

情報通信業 38.0 31.3 28.1 29.4

24.6 34.0 25.5 19.8

小売業 44.1 38.5 38.0 44.1 39.0 28.639.0 52.0 50.0 50.0 38.6 30.0

卸売業 35.1 25.1 20.8 33.5 23.1 17.3

12.0

リース業 31.5 27.8 25.9 39.1 34.8 15.834.8 25.0 25.0 25.0 26.3 21.1

不動産業 23.1 19.2 17.3 24.8 18.3 15.6 30.2 26.4

30.8 33.3 16.7 16.7 50.0 37.5

23.6 13.0 12.0

52.9 41.2 77.8 83.3

25.0 41.2 41.2 41.2

サービス業 37.1 30.9 27.1 27.3 21.7 31.716.5 46.3 36.6 34.2 38.4 35.2

その他の物品賃貸業 43.6 35.9

62.5 41.7

77.8 57.6 54.5 51.5

生活関連サービス業 55.1 32.7 30.6 87.5 37.5 38.125.0 45.0 25.0 25.0 52.4 38.1

宿泊業、飲食サービス業 64.7 61.8 55.9 64.7

37.5 40.0 36.0 28.0

学術研究、専門・技術サービス業 30.1 24.4 20.1 19.6 15.5 21.611.9 48.7 36.5 34.8 31.8 30.7

娯楽業 45.2 35.5 29.0 23.1 23.1 15.4

37.5 36.8 21.1 31.6

職業紹介・労働者派遣業 37.8 37.8 35.1 **** ****

医療、教育 35.6 26.7 28.9 20.0 20.0 10.0 43.8 37.5

金融業、保険業 30.8 20.6 18.8 29.4 19.3

50.0

その他のサービス業 35.8 31.7 28.4 42.3 36.5 28.8 36.3 29.7

**** 28.6 28.6 21.4 50.0 50.0

17.4 35.1 24.6 22.8

27.5 30.7 30.7 29.3
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（前年比増減率：％）

売 上 高 経 常 利 益 設 備 投 資（受取配当金を除く）

5年度 6年度

製

造

業

食料品製造業 6.1 1.1 21.6 8.3 23.1 3.5

5年度 6年度 5年度 6年度 5年度 6年度

▲ 2.8 24.2

繊維工業 2.4 3.1 25.1 56.2 36.1 66.9 ▲ 11.8 ▲ 25.6

木材・木製品製造業 ▲ 6.6 7.9 ▲ 33.9 2.8 ▲ 35.3 3.5 21.4 ▲ 29.9

▲ 3.3 16.1 3.2

化学工業 2.5 2.3 3.2 ▲ 3.6 25.9 ▲ 7.0

パルプ・紙・紙加工品製造業 4.0 3.1 321.3 ▲ 3.5 黒字転化

5.3 44.0

石油製品・石炭製品製造業 ▲ 10.0 ▲ 6.0 26.3 476.1 30.6 999.9 29.1 55.5

窯業・土石製品製造業 6.6 8.3 172.3 17.0 黒字転化 ▲ 15.4 ▲ 14.5 62.8

29.8 11.5 46.7

非鉄金属製造業 0.9 ▲ 1.4 7.6 ▲ 63.7 ▲ 19.6 ▲ 58.1

鉄鋼業 ▲ 5.2 4.3 2.5 8.7 0.1

111.4 58.3

金属製品製造業 4.6 4.4 ▲ 2.4 ▲ 8.7 11.5 ▲ 2.4 53.7 5.1

はん用機械器具製造業 ▲ 7.4 14.3 ▲ 19.6 16.2 ▲ 31.4 29.0 25.1 14.5

1.6 17.1 ▲ 3.0

業務用機械器具製造業 ▲ 2.6 4.9 ▲ 59.8 ▲ 4.1 ▲ 75.9 ▲ 3.7

生産用機械器具製造業 1.0 3.8 ▲ 12.2 4.6 ▲ 16.7

26.1 3.2

電気機械器具製造業 1.1 5.1 3.2 1.3 22.4 14.6 28.0 16.5

情報通信機械器具製造業 ▲ 3.9 ▲ 0.6 ▲ 28.0 ▲ 94.0 ▲ 44.2 赤字拡大 19.5 ▲ 18.6

赤字転化 18.2 76.9

その他の輸送用機械器具製造業 8.6 13.1 黒字転化 15.0 黒字転化 29.1

自動車・同附属品製造業 14.6 0.6 19.8 ▲ 29.5 59.4

18.6 37.9

その他製造業 8.9 1.9 25.8 ▲ 10.3 43.1 ▲ 1.7 1.8 18.9

製造業計 2.5 2.2 ▲ 1.4 ▲ 11.2 2.8 ▲ 8.1 16.7 29.3

0.4

建設業 4.8 1.3 ▲ 1.1 12.2

情報通信業 5.1 2.4 8.9 ▲ 22.3

2.2 15.7 38.8 31.3

鉱業、採石業、砂利採取業 ▲ 16.9 0.5 ▲ 25.9 ▲ 22.1 ▲ 31.1 ▲ 19.1 8.6 102.1

農林水産業 4.5 18.2 1.7 13.1

▲ 4.6 15.8 30.3 11.4

電気・ガス・水道業 ▲ 17.2 ▲ 13.8 ▲ 49.4 1.3 ▲ 59.8 4.8 16.6 19.4

3.6 13.1 1.2 1.2

▲ 17.2 37.3 ▲ 7.0 30.5 18.4

▲ 17.1 31.4 ▲ 20.4 ▲ 19.4 15.7

小売業 3.5 5.6 2.0 5.6 7.6 4.8 12.9 29.6

卸売業 ▲ 1.7 1.5 17.3

不動産業 9.2 11.3 ▲ 7.8 0.2 ▲ 2.5 ▲ 0.1 7.5 9.5

リース業 ▲ 1.7 0.9 ▲ 2.5 3.8 ▲ 13.0 5.6 6.5 6.4

その他の物品賃貸業 3.3 1.5 3.8 ▲ 3.3 3.2 ▲ 3.4 7.2 0.5

▲ 9.3 27.5 7.0

宿泊業、飲食サービス業 12.0 3.2 116.8 0.4 90.8 0.4

サービス業 7.7 5.8 ▲ 5.2 10.7 ▲ 3.9

18.5 ▲ 6.0

生活関連サービス業 0.6 0.5 ▲ 21.8 ▲ 40.5 ▲ 21.8 ▲ 40.8 33.1 ▲ 23.8

娯楽業 13.7 5.6 26.0 ▲ 17.3 22.9 ▲ 17.7 ▲ 2.0 83.7

▲ 6.3 47.9 14.9

医療、教育 ▲ 6.5 7.7 ▲ 27.3 11.8 ▲ 38.2 26.9

学術研究、専門・技術サービス業 7.9 6.5 ▲ 7.3 15.2 ▲ 15.9

5.7 ▲ 32.4

職業紹介・労働者派遣業 0.6 7.9 ▲ 21.4 32.5 ▲ 22.0 33.0 ▲ 36.2 ▲ 31.8

その他のサービス業 8.3 5.4 ▲ 9.1 ▲ 14.5 ▲ 7.9 ▲ 15.4 11.2 ▲ 11.4

（注2） 「５年度」は４年度、５年度ともに回答のあった企業（売上高:3,754社、経常利益:4,101社、受取配当金：3,991社、設備投資:4,113社）の集計。
「６年度」は５年度、６年度ともに回答のあった企業（売上高:2,814社、経常利益:3,073社、受取配当金：3,004社、設備投資:3,212社）の集計。

▲ 9.2 14.5 5.2

非製造業計
（売上高は、除く「金融業、保険業」）

1.5 2.6 0.4 ▲ 5.3 3.8 ▲ 6.1

金融業、保険業 ― ― 4.3 ▲ 8.2 8.5

13.9 9.6

非

製

造

業

運輸業、郵便業 1.8 2.2

14.9 15.7

非製造業計　（除く「電気・ガス・水道
業」、「金融業、保険業」）

2.4 3.0 0.1 ▲ 3.6 5.3 ▲ 4.1 ―

（注3） 業種別の回答社数が３社以下の場合、****で表示。

（注4） 増減率が1000％以上の場合、999.9で表示。

６　業種別計数（売上高、経常利益、設備投資）

▲ 5.7 ― ―

（注1） 売上高の「金融業、保険業」は調査対象外。設備投資は除く土地購入額、含むソフトウェア投資額。

全産業計　（除く「電気・ガス・水道業」、「金
融業、保険業」）

2.4 2.7 ▲ 0.4 ▲ 6.6 4.3

―

全産業計
（売上高は、除く「金融業、保険業」）

1.9 2.5 ▲ 0.1 ▲ 7.0 3.5 ▲ 6.7
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